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前橋地裁平成 18 年 2 月 24 日（平成 16 年（ワ）21 号，野原穂積対医療法人愛
全会外 3名，出資金等返還・損害賠償請求事件）判例集未登載
【参照条文】医療法 44条・45条・54条・56条，民法 1条 3項・144 条・255 条
Ⅰ	事実
Xは，医療法人Y1 の出資社員であったXの両親のA及び Bの死亡を原因とす
る退社によって発生した出資金返還請求権を相続等により取得したと主張してY1
に対し，出資金返還請求権の内金 4億 7110 万 1049 円の支払いなどを求めた。ま
た，Xは，Y2（Y1 の理事長）がY1の運営に関してBやXを排斥する一連の行為
を行ったとして不法行為による損害賠償を請求し，Y3（Y1 の社員）もその不法行
為をY2と共謀していたとして，Y2と同額の不法行為による損害賠償を請求した。
さらに，Xは，Y4 県に対し，知事ないし県の衛生環境部医務課職員が，故意又は
過失によってその職務上の義務を怠ったことにより，Y2の BないしXに対する不
法行為を阻止できなかったと主張して，Y4 県に対し国家賠償法 1条 1 項に基づき
Y2と同額の損害賠償の請求をした。
Ⅱ	判旨
請求一部認容（Y1 に対する出資金返還請求権の 4億 7110 万 1049 円の請求のみ
を認容し，他の請求は棄却）
医療法人における退社社員の
出資の払戻請求権
法科大学院教授　山田　創一
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	 1　Aの死亡に伴う出資金返還請求権の帰趨
「Y1においては，社員の死亡はその社員の退社事由となり，出資社員が退社した
場合には，Y1 に対する出資金返還請求権が発生する。……Aは，昭和 57 年 10 月
3 日に死亡し……Aの相続人のY1 に対する出資金返還請求権の消滅時効は，……
Aが退社した時から進行するから，同請求権について，既に 10 年の時効期間が経
過している……。……Y1 が，平成 16 年 4 月 16 日の本件口頭弁論において，Xに
対し，その時効を援用する旨の意思表示をしたことは当裁判所に顕著である。……
Aの死亡に伴う出資金返還請求権は，時効により消滅したというべきである。」
	 2　Bの死亡に伴う出資金返請求権の範囲
「医療法 54 条によれば，医療法人は剰余金の配当をしてはならないと定められ
ており，この規定は，医療法人が営利企業化することを防止しようとしたものと
考えられる。しかしながら，同法は，医療法人に出資した社員が法人の純資産に
対する出資持分を有するものとするか否か，医療法人の出資社員が退社したとき
の持分払戻しや医療法人の解散時の残余財産を出資社員に帰属させることが可能
か，可能としてどのように払戻し等を行うかについて，専ら医療法人が定款等に
おいて自律的に定めるところに委ねていると解される。このことは，同法 56 条が，
医療法人の解散時の残余財産の帰属ないし処分について明文の定めを置いている
ことからも明らかである。そして，Y1 の定款は，……『退社した社員はその出資
額に応じて返還を請求することができる。』と定められているほか，……Y1 が解
散したときの残余財産は，『払込出資額に応じて分配するものとする』と定めてい
る（第 33 条）と認められる。このような定款の定めの文理に照らすと，Y1 にあっ
ては，出資をした社員は出資額に応じた法人の純資産に対する出資持分を有する
ものとし，出資持分を有する社員が退社したときは，当該社員はY1 に対して出資
持分に相当する資産の払戻しを請求することができることとしたものであるとい
うべきである。したがって，医療法 54 条の定めがあるからといって，Y1 の出資
社員が退社したときの出資金返還請求権の金額について，出資金額を限度とする
と解することはでき」ない。
「前記定款の定めに照らすと，Y1にあっては，ある社員が退社した後は，残った
社員らが，法人の総社員間の出資額の割合に応じた出資持分を有するものと解され
る。そして……Y1 が設立されてから，現在に至るまで，その出資社員であった者
はAと Bのみであったから，Aが死亡したことにより，Y1 の出資社員は Bのみ
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になったことが明らかであるところ，A死亡後，Bは，Y1 の純資産全部に対し，
出資持分を有することになったといえる。したがって，Bの死亡に伴う出資金返還
請求権は，Bの死亡時におけるY1の純資産全部に及ぶことになる。」
「次に，Bの死亡時においては，既にAの死亡に伴う出資金返還請求権が発生
していたから，ここにいうY1 の純資産とは，Y1 の資産から，Aの死亡に伴う出
資金返還請求権を含むY1 の負債を控除したものをいうはずであった。ところが，
……Aの死亡に伴う出資金返還請求権が時効により消滅したことにより，同請求
権は，これを行使することができる時，すなわち，Aの死亡時点に遡って存在し
ないものと扱われる（民法 144 条）。その結果，Bの死亡時におけるY1 の純資産
は，Y1 の資産から，Aの死亡に伴う出資金返還請求権を含まないY1 の負債を控
除したものとなる。したがって，Bの死亡に伴う出資金返還請求権の範囲は，民法
255 条を引き合いに出すまでもなく，Aの死亡に伴う出資金返還請求権を負債とし
て考慮しないY1の純資産全部に及ぶと解するべきである。」
	 3　Bの死亡に伴う出資金返還請求権についての抗弁の成否
「（ア）Y1は，もともと個人病院を経営していたAが，Bとともに保有していた
資産を出資して，昭和 32 年に設立された。Aは，Y1 が設立された後，長く理事
長としてY1 を経営してきた。（イ）Y1 は，遅くとも昭和 48 年以後，借入金の増
大等に伴って経営が悪化していった。そのような状況の中，昭和 53 年 5 月ころ，
Y1 に労働組合が結成され，理事長であったAに対し，同人の退任等を要求した
り，Y1 が保険診療報酬の水増請求をしている旨の内部告発をしたりなどするよう
になって，Y1 の経営状態はさらに悪化した。Aは，しばらくY1 の理事長の地位
にとどまっていたが，同年 12 月，Y1 の理事長を辞任し，代わって Bが理事長に
就任した。その後，Y4県の調査により，Y1の診療報酬の水増請求の存在が明らか
となり，昭和 54 年 12 月 1 日，Y1 に対する保健医療機関の指定とAに対する保険
医の指定がそれぞれ取り消された。このため，収入の大部分を保険診療報酬に依存
していたY1は，極めて大きな打撃を被った。（ウ）もっとも，Y1の経営するC病
院は，地域の精神科医療に携わるものとして重要な役割を担っていたため，これを
存続させる必要があるとのY4 県の意向もあって，昭和 55 年 3 月には，地元選出
の県議会議員らが理事としてY1の経営に関与するようになった。そのころ，Bは
Y1の理事長を辞任した。そして，同年 4月には，Y1に対して保健医療機関の再指
定がなされた。しかし，Y1 の経営状態は好転しなかったため，Y1 は，昭和 55 年
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11 月 18 日，和議の申立てをしたが，この申立ては，和議の認可には至らずに終局
した……。その後，Y1について，法的な倒産処理手続が行われたことはない。（エ）
以後のY1の経営について，Aや Bが実質的に関与することはなかった。」
「Aや Bは，Y1 の理事長としてY1 の経営に携わってきたところ，Y1 の経営状
況は，遅くとも昭和 48 年ころから悪化し，昭和 55 年 11 月には和議の申立てをす
るまでに悪化した。そして，このようなY1 の経営状況の悪化がAや Bの行動に
起因するものであった可能性はある。しかしながら，Y1が Aや Bによって経営破
綻に追い込まれたといえるときに，同人らがY1に対し法的責任を負うことがある
としても，そのことと出資持分の消長とは別の問題である。Y1 の経営状況の悪化
がAや Bの行動に起因するものであったとしても，直ちにY1 の純資産に対する
Aや Bの出資持分が消滅することはないというべきである。」
「Bの死亡に伴う出資金返還請求権の範囲は，Y1 の純資産全部に及ぶことから，
その請求が認められる場合に，Y1 の経営について少なからぬ悪影響が生ずること
は想像に難くない。そのような影響の大きさにかんがみると，Xが，専らY1の経
営に対して打撃を与えるなど不当な目的をもって，Bの死亡に伴う出資金返還請求
権を行使していると認められる場合には，その請求権の行使は，権利の濫用として
許されないと考えられる。……本件において，Xによる Bの死亡に伴う出資金返
還請求権の行使が，専ら不当な目的をもってなされているとまで認めるに足りる証
拠はない。他方，出資持分を有する社員が経営者の立場で行った行為に違法ないし
不当な点があるからといって，その社員の出資金返還請求権の行使が権利の濫用に
当たるとは考えられない。したがって，Y1の経営に関するAや Bの行動について
の事情……によっては，Xによる Bの死亡に伴う出資金返還請求権の行使が権利
の濫用に当たるということはできない。」
そして，Bの退社時（死亡時である平成 13 年 6 月 14 日）の Y1 の純資産額は 4
億 9893 万 8630 円を下らないから，「Xは Y1 に対し少なくとも同額の出資金返還
請求権を有するところ，Xは，出資金返還請求権の内金 4億 7110 万 1049 円の支払
を求めている……ので，Y1には同額の支払義務があるというべきである。」として
出資金返還請求権を認容した。
しかし，その余のXの請求は全て理由がないとして，他の請求は棄却した。
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Ⅲ	評釈
	 1　本件訴訟の重要性
本判決は，法人における退社社員の出資の払戻請求権が問題となっているが，営
利法人や中間法人の出資の払戻請求権ではなく，都道府県知事の認可を受けること
により設立される医療法人（医療法 44 条・45 条）の出資の払戻請求権が問題となっ
ており，いわゆる準公益法人（1）の出資の払戻請求権が問題になっているという特
質を有する重要な訴訟といえる。
厚生労働省の「医業経営の非営利性等に関する検討会」（報告書）によれば，医
療法人は，平成 16 年 3 月末で 3万 8754 に達し，そのうち出資社員のいる社団医療
法人が大半（出資社員のいる社団医療法人数：3万 7977。全医療法人数の 98%）を
占めており，こうした出資社員のいる社団医療法人では，社員の世代交代等で高齢
化した社員や死亡した社員の相続人により払戻請求権が行使され，医療法人の存続
そのものが脅かされる事態が少なからず生じ，深刻な問題として議論されるに至っ
ていることが指摘されている（2）。
このように，本件訴訟の帰趨は，単に本件医療法人Y1の存続に関わる問題であ
るのみならず，他の医療法人において，医療法人の非営利性に全く関心をもたない
出資者やその相続人の私的利益に基づく払戻請求権を横行させ，医療法人の存続に
重大な危機をもたらし，国民の健康の保持を担って地域医療に貢献している医療法
人を医療から撤退させるという看過できない重大な悪影響を及ぼす恐れがある問題
を含んでおり，多くの医療法人の利害に関わる重要な訴訟といえる。
本判決は，出資時点（昭和 32 年）において 20 万円の出資が，「Y1の経営につい
て少なからぬ悪影響が生ずることは想像に難くない」と述べながらも，純資産に対
する出資持分割合による出資の払戻しとして 4億 7110 万 1049 円の支払いとなるこ
とを認めているが，その結論が社会通念に照らし妥当な判断であると考える国民は
おそらくほとんどいないであろう。また，その結論に至る理由で用いられた解釈と
いう点でみても，多くの問題を含む判断がなされている。
本件訴訟が控訴審で審理されており，本判決は破棄されるべきと考えることから，
本評釈でその問題点を掘り下げて検討することとする。
	 2　定款の合理的意思解釈
本判決は，Y1の定款が，「退社した社員はその出資額に応じて返還を請求するこ
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とができる。」（8条）と定めているほか，Y1が解散したときの残余財産は，「払込
出資額に応じて分配する」（33 条）と定めていることを根拠に，「出資をした社員
は出資額に応じた法人の純資産に対する出資持分を有するものとし，出資持分を有
する社員が退社したときは，当該社員はY1に対して出資持分に相当する資産の払
戻しを請求することができる」と解している。
しかし，「出資額に応じて」との文言を比例的な数量変化を表す表現と解する場合，
比例返還の対象を明確にするか，あるいは，そのように解する合理的根拠があるこ
とが必要と考えるが，定款の 8条においては比例返還の対象は全く明示されていな
い。本判決は，残余財産の分配を定めた定款 33 条が「払込出資額に応じて分配する」
と定めていることを「法人の純資産に対する出資持分」に相当する資産の払戻しの
根拠としているが，解散して残余財産を残す必要のない清算段階である残余財産の
分配と，事業が継続し医療法人が存続していくことを前提とする退社社員に対する
出資の払戻しとは，前提としている状況が大きく異なり，両者を同様に解する合理
性はないと考える。確かに，退社社員に対する出資の払戻しは，一部清算としての
側面があるが，出資者でなくても社員となることができ，出資者が全員退社しても
医療法人は存続するという医療法人の特殊性（Y1ではAと Bが死亡したことから
出資社員はおらず，出資者でない社員で構成されている）からすれば，社員が全員
出資者である団体の出資の払戻しと同列に医療法人を扱うべきではないし，医療法
人の存続が前提である以上，存続を脅かす出資の払戻しはできないというべきであ
る。しかも，定款 33 条は「本社団が解散したときの残余財産は……払込出資額に
応じて分配する」としているのであり，残余財産が払込出資額に応じて分配される
ことが明示されているから，残余財産を出資額に比例して分配すると解することが
できるが，定款 8条は法人の純資産が出資額に応じて返還されるとは明示されてい
ないから，このように解さねばならない必然性はないといえる。また，定款 33 条
によれば，残余財産が払込出資額に応じて分配されるのは，「総会の決議を経，かつ，
Y4 県知事の認可」という厳重な要件を充足したときであるから，残余財産を出資
額に比例して分配すると解釈する合理性があるといえるが，定款 8条の退社社員の
出資の払戻しは，社員の退社という簡易な要件を充足したときであるから，出資者
が全員退社しても存続する医療法人においては，医療法人の存続に重大な危機をも
たらすことに鑑みると，「法人の純資産に対する出資持分」に相当する資産の払戻
しと解する合理性は見出すことができない。
したがって，定款 8条の「出資額に応じて」との文言は，残余財産の分配を定め
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た定款 33 条とは異なり，出資額そのものの払戻しを意味していると解すべきであっ
て，文言解釈上も，法定利息が加わることから出資額に対応する金額という意味で
「出資額に応じて」という表現が用いられたと解するのが合理的である。
そもそも医療法人における定款の解釈においては，医療法が医療法人の永続性
を重要な柱とし，医療法人の非営利性を基本原則としていることからすれば，医
療法人に対する出資が私的な利殖手段として利用され，医療法人を廃業させるよ
うな事態を招く解釈は許されないというべきである。とりわけ，営利を目的とす
る医療施設に対し都道府県知事が開設許可を与えないことができ（医療法 7 条 5
項），しかも，医療技術の進歩に伴い医療施設を整備・改善し多額の設備投資が必
要となるため，剰余金の分配を禁止していること（医療法 54 条），平成一八年法
律第八四号の改正により解散時の残余財産の帰属先が「国」「地方公共団体」「医
療法人その他の医療を提供する者であって厚生労働省令で定めるもの」に制限さ
れ，非営利性が一層強化されたこと（医療法 44 条 4 項・50 条 4 項）からすれば，
これらを実質的に損なうような定款解釈はすべきでないといえる（3）。同じく営利
を目的としてその事業を行ってはならない消費生活協同組合（消費生活協同組合
法 9条）は，脱退組合員の払戻請求権を，持分の払戻しとせず「払込済出資額の
全部又は一部の払戻」（同法 21 条）としているが（4），医療法人の定款解釈にあたっ
ても参考にされるべきである。
	医療法人の設立時の出資者の合理的意思に関しては，①出資者は医業を継続し
て遂行することを最大の目的としており，退社時に投下資本の回収として出資の払
戻請求により出資金が戻ることは予期していたとしても，自らの退社により病院を
解体することまでは予期していないこと，②出資者は医療法人が営利を目的とでき
ないことは熟知しており，そもそも自らの出資が利益を生むものとは期待していな
いし，仮にそうした期待があったとしても，医療法人の永続性を損なう利益を出
資者が得ることは，医療法の趣旨に反し認めることはできないこと，③出資時点
（昭和 32 年）において 20 万円の出資が本判決（平成 18 年）のように 4億 7110 万
1049 円の出資の払戻しとして認められるというような事態は，出資時点で誰も予
測ないし期待していなかった事態というべく，しかもそれを認めることにより医療
法人の経営を困難にさせる事態を招くとすれば，出資者がそのような利益を得るこ
とは法的保護に値しない不当な利益の取得というべきであること，④医療法人設立
後の病院経営による余剰金は，医業継続のために使用（例えば，医療の高度化に伴
う医療機器・設備の購入，施設の老朽化に伴う建物の増改築，医師・看護士・職員
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の増員によるスタッフの充実）されることが出資者の合理的意思というべく，医療
遂行に必要な法人資産の解体は出資者の合理的意思とみることはできないこと，⑤
医療法人によっては個別の事情もあり得るので，Y1 の定款に関する限りでの「合
理的意思」を探求した判断とすれば足りると言うべきである。
本判決のような定款の解釈を採用した場合，社員の専ら個人的な事情（法人とは
全く関係のない社員の個人的な資金繰りの必要など）から退社して出資持分の現金
化を図る行為が横行すること，純資産が多い時を見計らって退社を申し出る出資者
が出現することが考えられる。しかも，医療法人の存続中に社員が死亡した場合，
病院経営に何ら関心を持たない相続人が，病院の存続を全く考慮に入れずに出資持
分払戻請求権を行使することを抑制するのは，不可能と言える。
ところで，本件定款が，厚生省（現厚生労働省）通達（5）に参考添付されたモデ
ル定款を採用したもので，厚生省自身が「出資額に応じて」という表現を出資持分
の払戻請求と解していたとしても（6），司法解釈は行政解釈に優越するから，「不合理」
な定款の意思解釈をした行政解釈は司法解釈により是正されるべきである。学生の
選挙権行使の場所である「住所」は，学生の郷里にあるとする不合理な自治庁選挙
部長の通達に基づく選挙管理委員会の行政解釈を，学生の「住所」は学生寮にある
と是正した司法解釈（7）をはじめとして，多くの合理的な判断を示した司法解釈が，
不合理な行政解釈を是正してきたことを想起すべきである。
もっとも，司法解釈においても，東京地八王子支判平成 6年 3 月 24 日及び東京
高判平成 7年 6 月 14 日高民集 48 巻 2 号 165 頁は，「退会した会員は払込済出資額
に応じて払戻しを請求することができる。」と規定した定款を，本判決と同様に，
出資持分に相当する資産の払戻しを規定したと解しており，最判平成 10 年 11 月
24 日もこれを支持している。しかし，その後，医療法人の出資の払戻しに関する
事案において，出資持分割合に応じた払戻し（約 37 億 5000 万円）の定款から出
資額限度による払戻し（約 1100 万円）の定款に変更する被相続人の相続発生一週
間前の定款変更を有効として，出資額限度による払戻しを認めている（東京地八
王子支判平成 12 年 10 月 5 日，東京高判平成 13 年 2 月 28 日，最決平成 15 年 6 月
27 日）。後者の事案は定款変更があった事案であったが，本件のような定款変更
がない場合であったとしても，医療法人によっては合理的意思解釈を用いること
により，出資額限度による払戻しを認めることができると考える。
また，判例の帰結を別の側面から眺めてみると，前者の判例の事案において，一
審（東京地八王子支判平成 6年 3月 24 日）は約 5億 5000 万円の払戻しを認めたの
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に対し，二審（東京高判平成 7年 6月 14 日）は，退社社員が医療法人設立後 11 年
を経過して出資した社員であったことに注目し，同社員の出資時における資産総額
に対する同社員の出資額の比率で，出資持分の払戻しを受けるものとして，その金
額を 588 万円余りに減額し，不当な結果を回避しており（最高裁もこれを支持），
後者の判例の事案においても，払戻請求直前に行われた定款変更を有効と認めるこ
とにより，約 37 億 5000 万円の払戻しを回避して約 1100 万円の払戻しにとどめて
いる（一審・二審・最高裁とも同旨）。ここで注意すべきは，いずれの判例も約 5
億 5000 万円の払戻しや約 37 億 5000 万円の払戻しが不合理であるとの価値判断は
共通しており，本判決のような 4億 7110 万 1049 円の出資の払戻しは，従前の司法
解釈からみても「合理的」とみることができないというべきである。
この点，最高裁（8）が，主たる債務者が負担する解除に基づく原状回復義務の責
任に関し，保証契約の合理的意思解釈を行い，従来否定してきた保証人の責任を判
例変更して肯定するに至ったことを想起すべきである。著しい不合理が認められる
場合には，例えば，利息制限法 1条 2項を死文化させる方向に踏み切った判決（9），
有責配偶者からの離婚請求を認める方向に大転換した判決（10），尊属殺人に死刑又
は無期懲役を科する刑法 200 条を憲法 14条違反とした判決（11）などのように，従来
の判例法理を修正し，司法への信頼を高めた判決が存在している。民法 709 条にお
ける「過失」や「違法性」の判断，民法 90 条の「公序良俗」の判断などが時代の
推移とともに変化してきたように，「合理的意思解釈」の判断も時代の推移ととも
に変化するというべきである。例えば，①酌婦稼働契約と金銭消費貸借契約を分離
し，前者が公序良俗違反であっても後者は公序良俗違反でないとされていた時代か
ら，両者を一体と考え前者・後者ともに公序良俗違反であると大転換した判決（12），
あるいは，②証券取引法で禁止される損失保証は，平成 4年 1月の改正で刑罰が科
され顧客が受けた利益を没収・追徴すべきものとされるに至ったが，改正前は違法
な行為とされていたものの行政処分を科せられていたにすぎず，反社会性の強い行
為であることは明確に認識されていなかった状況の中で，次第に損失保証が証券取
引の公正を害し社会的に強い非難に値する行為であるとの認識が形成され，遅くと
も平成 2年 8月当時においては，損失保証は公序に反し無効であると判断された判
決（13）にみられるように「公序良俗」の判断が推移してきたことをみれば，「合理的
4 4 4
意思解釈」も時代とともに推移することは是認されるべきである。保証契約の合理
的意思解釈に関する前記最高裁判決（14）は，そのことをまさに示したものと言える。
厚生労働省により設置された「これからの医業経営の在り方に関する検討会」が
　　　専修大学ロージャーナル　第 3号　2008.	1
平成15年3月26日にとりまとめた「医業経営の近代化・効率化へ向けた今後の取組」
で，「出資額限度法人」の検討の必要性が指摘され，平成 16 年 6 月 22 日に「医業
経営の非営利性等に関する検討会」がとりまとめた報告書（15）では，「出資額限度
法人」の普及・定着に向けて，「現行の社団医療法人のモデル定款については，廃
止を含めてその取扱いを検討すべきである。」とまで指摘されている。そして，平
成 16 年 8 月 13 日の厚生労働省医政局長通達で，出資額限度法人モデル定款が示さ
れ，現行の社団医療法人モデル定款については，備考に「出資額に『応じて』払い
戻すことは医療法人の任意によるものであること。」が示されていることからして
も，いわば厚生労働省自身が出資額限度方式を望ましいと考えており，合理的意思
解釈により出資額限度による払戻しを認める方向への判例変更の機は熟していると
いえる。「医業経営の非営利性等に関する検討会」は，出資額限度方式が望ましい
理由として，「①投下資本の回収を最低限確保しつつ，法人の内部に留保された剰
余金が出資額に応じて社員に払戻し（分配）されるという『事実上の配当』とも評
価されかねないと最終報告書が指摘するような事態の発生を防止し，医療法人の『非
営利性』の徹底に資するものであること，②社員の退社時や法人の解散時における
払い戻（分配）される額の上限があらかじめ明らかになることで，医療法人の安定
的運営に寄与し，もって『医療の永続性・継続性』の確保に資するものであること」
をあげている（16）。出資持分割合に応じた払戻しが不合理であることは，遅くとも
出資額限度方式のモデル定款が示された平成 16 年 8 月 13 日以降は，周知の事実で
あると言える。
文言上，出資額限度による払戻しと解釈することもできるにもかかわらず，厚生
労働省自身も望ましくないと認めている出資持分割合に応じた払戻し（17）を，合理
的意思解釈の名の下に医療法人に押しつけるのは，現在においては許されない解釈
というべきである。定款自治の名の下に医療法人が廃業しても関知しないかのよう
な本判決の解釈（医療法人が廃業に追い込まれる定款の解釈を行うこと自体，定款
「自治」を超えているというべきである）は，「合理的
4 4 4
意思解釈」という法解釈の名
に値しない。ドイツにおいては，出資払戻請求権の限界を「社団の解消または社団
の権利能力の喪失（破産）をもたらしかねないところで限界線が敷かれなければな
らない」として，これを「社団の自治の内在的限界」に求める見解（バラーシュテッ
ド）が有力に主張されており，日本法の解釈においてもこれを参考にすべき旨の見
解が主張されているが（18），医療法人を廃業させる出資払戻請求権の行使はまさに
定款自治の限界を超えるものといえる。この問題の元凶は，厚生省の昭和 25 年 8
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月 9 日の通達に参考添付されたモデル定款にあり（19），医療法人は都道府県知事の
認可を受けないと設立できないことから，モデル定款にならって医療法人の定款が
作成されてきたという現実（事実上の強制）に鑑みたとき（20），厚生労働省が望ま
しいのは出資額限度方式であると認めている今日では，できる限り定款の解釈にお
いて不合理を取り除く解釈を行うのが司法の役割と言うべきである。定款を都道府
県知事の認可なしに自由に医療法人が作成できるというなら，定款を作成した医療
法人の自己責任と言うこともできようが，旧厚生省のモデル定款に元凶があり，都
道府県知事の認可を得るためにモデル定款を採用した医療法人が廃業に追い込まれ
ることからすれば，旧厚生省ないし厚生労働省の責任は非常に大きいと言えよう。
なお，「出資の価額に応じて」との文言が，民法 674 条 1 項（組合員の損益分配
の割合），民法 688 条 2 項（組合の残余財産の分割方法），会社法 666 条（残余財産
の分配の割合）にみられるが，いずれも「出資額に比例して」と解する合理性があ
る場合であり，定款 8条の「出資額に応じて」との文言を合理性がないのに文言が
一致していることから，「法人の純資産に対する出資持分」に相当する資産の払戻
しと解すべきではない。同じ文言であっても，異なる解釈を行う必要性と正当性が
認められる場合には，異なる解釈をする合理性があると言うべきである。例えば，「悪
意占有」は，本権がないことを知り，または，本権の有無について疑いを有しなが
ら占有している場合をいうと解されていて，「悪意」の内容が一般の場合と異なっ
て解釈されている（21）点を想起すべきである。
結局，「出資額に応じて」出資の返還を請求できるとする定款 8条は，退社した
社員に出資額そのものの払戻しをすることを規定していると解すべきである。
	 3　出資者退社（死亡）による残存出資者の出資持分拡張論
（1）		本判決は，定款解釈により，「ある社員が退社した後は，残った社員らが，法
人の総社員間の出資額の割合に応じた出資持分を有する」との論理を導き出し，出
資社員がABの場合，Aが死亡すれば出資社員は Bのみになったとして，残存出
資者Bの出資持分を拡張させ（出資者退社による残存出資者の出資持分拡張論），「B
の死亡に伴う出資金返還請求権は，Bの死亡時におけるY1の純資産全部に及ぶこ
とになる」として，あたかも残存出資者が 100 パーセント出資をしていたかのよう
に取り扱うものである。
（2）ところで，定款解釈から，残存出資者が出資持分を拡張させ出資額の割合に応
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じた出資持分を有するとの論理を本判決は導き出すが，そもそもこの出資者退社に
よる残存出資者の出資持分拡張論は定款に明記されている論理でなく，退社社員が
自己の出資持分の割合に応じて払戻請求を行った場合を考えると，全く不当な解釈
と言える。すなわち，本判決は，退社した社員Aの相続人が出資金返還請求権を
行使すれば，残存出資者Bが出資金返還請求権を行使する際のY1の純資産が減る
から，残存出資者 Bの出資持分割合が拡張するとの論理を貫徹させても不当では
ないと考えていると解される。しかし，Aと Bの出資額は，それぞれ 442 万 5600
円と 20 万円であるから，出資割合は，それぞれ約 96%と約 4%である。そして，
約 4%の Bの持分がAの退社により 100%に拡張することは，Aの死亡時（昭和 57
年）にAの相続人がAの出資金返還請求権を行使した場合にY1 の純資産は減る
が，その後Y1 の純資産が増加すると，Bの死亡時（平成 13 年）に Bの相続人が
100%の出資金返還請求権を行使すれば，実質的には出資金返還請求権は約 4%を大
幅に超過した出資持分割合の返還請求権を認めることになってしまう。極論すれば
Bが 20 万円でなく 1円の出資であったとしても，同様にA退社時にBの出資持分
割合が 100%に拡張するから，昭和 57 年のA死亡時にAの相続人がAの出資金返
還請求権を行使し，平成 13 年に Bの相続人が出資金返還請求権を行使すれば，A
の死亡に伴う出資金返還請求権を本判決が述べるごとくY1の負債と扱ったとして
も，Bの出資金返還請求権は 1円の出資で巨額な金額を手にすることが可能になっ
てしまう。換言すれば，本判決の論理は，出資割合の返還という意味を全く無意味
にする論理となっており（Aの出資金返還請求権の行使の時は出資割合は意味を
もつが，Bの出資金返還請求権の行使の時は 100%に拡張しているから，Bの出資
割合は全く意味をもたない），到底是認し得ない定款解釈というべきである。
従って，定款解釈により Bの出資持分割合を 100%にする本判決の論理（出資者
退社による残存出資者の出資持分拡張論）は，ABで結果的に 100%以上の払戻請
求権を行使することが可能となる以上，不当な定款解釈というべきである。定款に
明記された論理ではないのであるから，社員が出資者になるとは限らない医療法人
においては，解釈によって不当な論理を持ち込むのは避けるべきであろう。
（3）もっとも，残存出資者Bの出資持分割合の拡張が，本判決のような定款解釈（出
資社員の退社という事由から常に残存出資者の出資持分割合の拡張が生じるとの解
釈）からは導き出せないとしても，Xが主張するように，民法 255 条ないし一方出
資者の出資金返還請求権の時効消滅といった出資社員の退社以外の根拠で例外的に
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認めることができるか問題となる。本判決は，残存出資者 Bの出資持分拡張に関
し，「民法 255 条を引き合いに出すまでもなく」としているから，民法 255 条を直接，
根拠としていないし，また，Aの死亡に伴う出資金返還請求権という負債の控除
が時効消滅によりなくなったことからY1の「純資産」が拡張したことを述べてい
るにすぎず，Aの出資金返還請求権の時効消滅から Bの「持分割合」が拡張する
ことを導き出していない。
残存出資者 Bの出資持分拡張をXは民法 255 条を根拠に主張しているので検討
すると，そもそも出資金返還請求権という債権（医療法人においては社員が出資者
になるとは限らず〔Y1ではAと Bが死亡したことから出資社員はおらず，出資者
でない社員で構成されている〕，社員権でないことから純粋な金銭債権である）に
民法 255 条を用いるためには，債権の準共有（民法 264 条）が認められることが前
提となる。しかし，可分な金銭債権である出資金返還請求権については，共有の規
定が適用されないことは学説上通説的な見解であり（22），本判決が「民法 255 条を
引き合いに出すまでもなく」と述べたのも，こうした学説の見解を考慮したからで
はないかと考えられる。
仮に，百歩譲って出資金返還請求権の準共有に共有の規定が適用されるとした場
合，Aが自己の持分割合による出資金返還請求権を放棄したわけでもなく，また，
Aが死亡して相続人がいない場合でもないから，民法 255 条・264 条を直接適用す
ることはできない。そこで，Aの死亡に伴う出資金返還請求権が時効により消滅
した場合，民法 255 条・264 条を類推適用できるか問題となる。
民法 255 条が直接適用される場面では，所有権は消滅時効にかからないから，共
有持分が時効消滅することは起こりえず，こうした場面は生じないが，出資金返還
請求権という債権の準共有の場合には，一人の持分が時効消滅することは起こり
うる。しかし，Aが自己の持分割合による出資金返還請求権を放棄した場合と，A
の出資金返還請求権が時効消滅した場合とでは，権利者の自由意思で行う放棄の場
合（債権者の利益保護）と債務者の援用により認められる公益的な制度である時効
の場合（債務者の利益保護）とで大きく利益状況が異なる場面であることから，後
者に前者を類推する基礎がないというべきである。また，Aが死亡して相続人が
いない場合と，Aが死亡して相続人がいたが出資金返還請求権が時効で消滅した
場合も，相続人の有無は決定的な相違であるから，後者に前者を類推する基礎がな
いというべきである。結局，Aの死亡に伴う出資金返還請求権が時効消滅した場
合は，民法 255 条・264 条を類推適用できないと解される。
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次に，残存出資者 Bの出資持分拡張をXは主張するに当たり，退社出資者Aの
出資金返還請求権の時効消滅自体も根拠にしているので検討すると，本件において，
約 4%の持分を有するBが，Aの出資金返還請求権の時効消滅を根拠に出資持分が
100%になること自体，著しく不当な結果といえる。また，消滅時効は債務者の利
益のためにあるし，民法 145 条も時効の援用を「当事者」すなわち時効により直接
に利益を受ける者に委ねているのである。債務者Y1 が Aの死亡に伴う出資金返
還請求権の時効を援用し，Aの出資金返還請求権が消滅したにも関わらず，Bの持
分が拡張し実質的にAの出資金返還請求権も行使できてしまうのでは，特約をもっ
てしても時効の利益を時効完成前は放棄できないとしている公益的な時効制度を，
残存出資者の出資持分拡張論により排斥するに等しく，その不当性は著しいといわ
ねばならない。そもそも一人の出資金返還請求権が時効消滅した場合に，残存出資
者の出資持分拡張論を用いることは，時効制度の意義を奪う矛盾した二律背反の論
理を用いるに等しいといえる。従って，残存出資者 Bの出資持分の拡張を，退社
出資者Aの出資金返還請求権の時効消滅自体から基礎づけることもできないとい
うべきである。
結局，本判決が用いた残存出資者 Bの出資持分拡張論は，定款解釈のみならず，
民法 255 条や Aの出資金返還請求権の時効消滅からも基礎づけることはできず，
全く認められない論法というべきである。
（4）そもそも医療法においては出資に関する規定が存在せず，定款においては持分
という用語が用いられていないことからすれば，社団形態の非営利法人である医療
法人において「出資持分」があるとすることは慎重であるべきと考えるが（23），仮
に定款 8条が医療法人の純資産に対する出資持分割合による出資の払戻しを認めて
いると解したとしても，Aの出資持分割合による出資の払戻請求権は時効消滅し
たから，平成 13 年当時のY1の負債を除いた純資産に対するBの出資持分割合（約
4%）による出資の払戻しのみが認められるにすぎないと言うべきである。
（5）仮に，百歩譲って，本判決の出資者退社による残存出資者 Bの出資持分拡張
論を採用したとしても，Y1の「純資産」がAの死亡に伴う出資金返還請求権とい
う負債の控除が時効消滅によりなくなったことから「純資産」が拡張したとの本判
決が用いた論理は，不当な結論を導く結果となっている。Aの死亡に伴う出資金
返還請求権が時効により消滅したことは，本来，時効の利益を受けるべき債務者
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Y1 のために用いられるべきなのに，本判決の論法では「純資産」がAの死亡に伴
う出資金返還請求権という負債がなくなったことから拡張（純資産拡張論）したと
して，特約をもってしても時効の利益を時効完成前は放棄できないとしている公益
的な時効制度を無意味にする帰結となっている。そもそも債権の時効消滅は弁済と
同じ権利消滅事由であり，一人の出資金返還請求権が時効消滅した場合は，むしろ
弁済により出資金返還請求権が消滅した場合と同視して，「純資産」から控除され
るものとして扱い，「純資産」の拡張を否定すべきである。時効の遡及効（民 144 条）
は，消滅時効の場合，時効期間中の利息を支払う必要もない（24）との効果を導くた
めに用いられるのであり，時効消滅は「弁済があったという扱い」（25）になる以上，
Y1の「純資産」からAの死亡に伴う出資金返還請求権という負債を控除すべきと
いえる。
百歩譲って，本判決の出資者退社による残存出資者 Bの出資持分拡張論を採用
したとしても，Y1の「純資産」から平成 13 年当時のY1の負債とAの死亡に伴う
出資金返還請求権という負債（昭和 57 年当時のY1の負債を除いた純資産の 96%）
が控除されるから，Y1 の「純資産」は減少し，Bの相続人による出資金返還請求
権で 4億 7110 万 1049 円の支払いを肯定することはできないというべきである。
（6）		もっとも，本判決の論法の前記帰結で危惧されるのは，「Y1が Aや Bによっ
て経営破綻に追い込まれた」という過去の経緯（昭和 55 年 11 月には和議の申立て
がなされている）があり，昭和 57 年当時はY1 の純資産が少なかったことが予想
され，Aの死亡に伴う出資金返還請求権という負債（昭和 57 年当時のY1 の負債
を除いた純資産の 96%）が少ない金額になる可能性がある。その結果，Y1 の平成
13 年当時の「純資産」からAの死亡に伴う出資金返還請求権という負債が控除さ
れたとしても，Bの出資持分が拡張し 100%の割合で Bの相続人による出資金返還
請求権が行使されれば，Bの相続人が多くの金額を手にする可能性を残している。
昭和 57 年の純資産が少なければこうした矛盾を引き起こすことになり，本判決の
論法自体の根本的な理論的欠陥といえる。
また，本判決のように，Aの死亡に伴う出資金返還請求権を，Y1 の「純資産」
から控除する「負債」という枠組みで扱うとの論法を用いると，例えばAの死亡
に伴う出資金返還請求権をAないしその相続人がY1 に寄贈する意思で放棄した
場合，Y1の「純資産」がAの死亡に伴う出資金返還請求権という負債がなくなっ
たことから拡張し，また，Bの出資持分がAの死亡により 100%に拡張している（出
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資者退社による残存出資者の出資持分拡張論）ことから，Bの相続人は出資金返還
請求権によりY1が寄贈を受けた分まで払戻しができることとなってしまう。この
結論が，寄贈者の意思を無視し不当な結果であることについては，異論がないであ
ろう。こうした点からみても，本判決の論法はもともと破綻しているというべきで
ある。
（7）さらに，本判決の論法でY1 の「純資産」をAと Bの出資持分の払戻請求権
の対象としているが，この点についても重大な問題がある。医療法 54 条は，剰余
金の配当を禁止しており，出資持分の払戻請求権の対象に剰余金を含めることは医
療法 54 条違反となる。従って，出資持分の払戻請求権の対象である「純資産」か
ら剰余金は控除すべきである。また，公的資金（補助金など）が医療法人に注入さ
れている場合には，国民の税金をAと Bが出資持分の払戻請求権で取得するのは
不当であるから，出資持分の払戻請求権の対象である「純資産」から公的資金も控
除すべきである。さらに，Aの出資持分の払戻請求権が，時効により消滅したり，
寄贈の意思で権利の放棄がなされた場合や，Y1 に第三者から寄付金があった場合
も，Y1 の利益のためになされた行為であるから，出資持分の払戻請求権の対象で
ある「純資産」からこれらも控除すべきである。
この点，公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 18 条が，公益法
人は，「公益目的事業財産」を公益目的事業を行うために使用しまたは処分しなけ
ればならないとし，「公益目的事業財産」として，①公益認定を受けた日以後に寄
附を受けた財産，②公益認定を受けた日以後に交付を受けた補助金その他の財産，
③公益認定を受けた日以後に行った公益目的事業に係る活動の対価として得た財
産，④公益認定を受けた日以後に行った収益事業等から生じた収益に一定割合を乗
じて得た額に相当する財産，⑤以上の財産を支出することにより取得した財産，⑥
定款で公益目的事業を行うために不可欠な財産である旨を定めている財産，⑦公益
認定を受けた日の前に取得した財産であって公益目的事業の用に供するものである
旨を表示した財産，⑧これ以外の当該公益法人が公益目的事業を行うことにより取
得し，または公益目的事業を行うために保有していると認められる財産を列挙して
いるが，出資持分の払戻請求権の対象である「純資産」から控除すべき財産として
参考にすべきである。
以上指摘したように，本判決はあまりにも杜撰な法律論であったと言える。
	 医療法人における退社社員の出資の払戻請求権	 
	 4　権利の濫用論
	本判決は，「Xが，専らY1の経営に対して打撃を与えるなど不当な目的をもって，
Bの死亡に伴う出資金返還請求権を行使していると認められる場合には，その請求
権の行使は，権利の濫用として許されない」が，「本件において，Xによる Bの死
亡に伴う出資金返還請求権の行使が，専ら不当な目的をもってなされているとまで
認めるに足りる証拠はない」としており，権利の濫用にシカーネ（加害意思）を要
求する立場に立っている。
しかし，確立した判例法理は，権利濫用を判断するにつき，シカーネ（加害意思）
を要求せず，客観的比較衡量で判断している。すなわち，国が所有者から土地を賃
借して占領軍（占領後は日米安全保障条約によって米駐留軍）に空軍基地として使
用させていたが，所有者より賃貸借期間が満了したとして国に対し土地明渡しが請
求された事案において，最高裁は，所有者の明渡請求を権利濫用と判断した原判決
を支持している。そして，この事案で最高裁は，原判決中に土地所有者の「加害の
意思について判示されていないことは，格段の障害となるものではない。」と判示し
て，権利の濫用の判断にシカーネ（加害意思）を要しないことを明らかにしている（26）。
従って，Xによる Bの死亡に伴う出資金返還請求権の行使が権利の濫用に当た
るかどうかは，客観的比較衡量，すなわちXによる Bの死亡に伴う出資金返還請
求権の行使が認められることによるXの利益に比較してY1の被る損害が著しく大
であるか（4億 7110 万 1049 円の支払いは，本判決によれば「Y1 の経営について
少なからぬ悪影響が生ずることは想像に難くない」と述べられている）で決せられ
るべきである。しかも，「Y1 が Aや Bによって経営破綻に追い込まれた」という
過去の経緯（昭和 55 年 11 月には和議の申立てがなされている）やBの夫である「A
が費消した使途不明金 2億 1391 万 3438 円」といった事実があったにもかかわら
ず，本判決のようにY1の純資産に対する出資持分の割合による払戻し（4億 7110
万 1049 円の支払い）が認められるとしたら，本判決そのものが「踏んだり蹴たり」
判決（27）と評されても反論できないであろう。著しく正義に反する判決（「不徳義
勝手気儘を許す」判決）といえる。
こうした点に鑑みるとき，本判決は，最低でも，Xによる Bの死亡に伴う出資
金返還請求権の行使（4億 7110 万 1049 円の支払い）は権利の濫用に当たるとし，
不当利得として出資金（20 万円と法定利息）のみ返還するという構成を採用すべ
きではなかったかとの感想をもつのは，本判決を読んだ多くの評者の共通する思い
ではなかろうか。
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注
（1）	 林良平 =前田達明編『新版注釈民法（2）総則（2）』498 頁以下〔川村俊雄〕（有斐閣，平 3）。
（2）	「『医業経営の非営利性等に関する検討会』（報告書）〜『出資額限度法人』の普及・定
着に向けて〜」1頁（平成 16 年 6 月 22 日）。
（3）	 昭和 25 年 4 月 4 日の参議院における厚生委員会会議録第 24 号に掲載されている医療
法人に関する政府委員の久下勝次氏（厚生事務官医務局次長）の答弁において，病院
の積立金が出資の払戻しや残余財産の分配に用いられて，社員への剰余金の配当禁止
の潜脱がなされるということを防止するのが，医療法の趣旨であると政府により解さ
れている点は，注意する必要がある。
（4）	 持分の払戻しを認めるのは，民法上の組合における組合員の脱退（民 681 条），持分会社
（合名会社・合資会社・合同会社）の社員の退社（会社 611 条），特別法上の組合員ない
し会員の脱退（中小企業等協同組合法 20 条，農業協同組合法 23 条，水産業協同組合法
28 条，労働金庫法 18 条，信用金庫法 18 条など）にみられるが，医療法人と性格を異に
し同列に論ずることはできない。むしろ，出資額の払戻しを認める消費生活協同組合と
同列に論ずべきである。
（5）	 昭和 25 年 8 月 9 日医発第 52 号厚生省医務局長発各都道府県知事宛通達「医療法の一
部を改正する法律の施行について」。
（6）	「『医業経営の非営利性等に関する検討会』（報告書）医療法人制度改革の考え方（報告）
〜医療提供体制の担い手の中心となる将来の医療法人の姿〜」（平成 17 年 7 月 22 日）に
おいて，昭和 32 年 12 月総第 43 号茨城県衛生部長宛厚生省医務局総務課長回答で，「退
社社員に対する持分の払戻は，退社当時当該医療法人が有する財産の総額を基準とし
て，当該社員の出資額に応ずる金額でなしても差し支えないものと解する」との通知が
なされ，「これによって，実質的に退社社員に対し退社時の医療法人の有する財産の総
額を基準として，社員の出資額に応じた払戻しが認められることとなった」と指摘され
ている。
（7）	 最大判昭和 29 年 10 月 20 日民集 8 巻 10 号 1907 頁。なお，近時，「被爆者が国内で健
康管理手当の受給資格を得ても海外に移った場合には支払わない」とした旧厚生省通
達が，最高裁で違法とされ，国家賠償が認められている（平成 19 年 11 月 1 日判決）。
（8）	 最大判昭和 40 年 6 月 30 日民集 19 巻 4 号 1143 頁。
（9）	 最大判昭和 39 年 11 月 18 日民集 18 巻 9 号 1868 頁，最大判昭和 43 年 11 月 13 日民集
22 巻 12 号 2526 頁，最判昭和 44 年 11 月 25 日民集 23 巻 11 号 2137 頁。
（10）	最大判昭和 62 年 9 月 2 日民集 41 巻 6 号 1423 頁。
（11）	最大判昭和 48 年 4 月 4 日刑集 27 巻 3 号 265 頁。
（12）	最判昭和 30 年 10 月 7 日民集 9巻 11 号 1616 頁。
（13）	最判平成 9年 9月 4日民集 51 巻 8 号 3619 頁。
（14）	前掲注（8）最大判昭和 40 年 6 月 30 日。
（15）	前掲注（2）報告書 4頁。
（16）	前掲注（2）報告書 2頁。
（17）	望ましいのは出資額限度方式による払戻しであるとしていることを裏返して解釈する
とこういうことになろう。前掲注（6）報告書によれば，厚生省医務局総務課長回答に
より，退社社員に対し退社時の医療法人の有する財産の総額を基準として社員の出資
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額に応じた払戻しが認められることとなったとした上で，「土地の現物出資という事案
について，土地そのものについての払戻しを認めることは継続的な医業経営に支障が
生じることから，これに関する当時の対応として土地の価額を現金に換算して払い戻
すことはやむを得ないものと考える。しかし，この価額はあくまでも出資当時の土地
の価額を基準として行うべきものであって，退社時の医療法人の有する財産の総額を
基準とするに至っては，配当禁止に抵触するのではないかとの疑念が残る。『公益法人
制度改革に関する有識者会議報告書』にもあるとおり，『営利を目的としない』とは，
社団医療法人の社員における権利・義務の内容について，ア）出資義務を負わない，イ）
利益（剰余金）分配請求権を有しない，ウ）残余財産分配請求権を有しない，エ）法
人財産に対する持分を有しないことと整理すべきものである。これは，昭和 25 年の医
療法人制度創設時に立ち返り，今一度『営利を目的としない』との考え方を再確認す
るものであり，厚生労働省においては，医療法にある医療法人は『営利を目的としない』
民間非営利法人であるという理念に基づいた規定であることを踏まえ，上記回答（通知）
の廃止も含め，このような疑念が今後起こらないよう対応するべきである。」としてい
て，純資産に対する出資持分の払戻しの廃止の方向への対応を求めている点は注意す
べきである。
（18）	田山輝明「医療社団法人の定款中の『社員タル資格ノ得喪ニ関スル』規定の効力」伊
藤進教授還暦記念『民法における「責任」の横断的考察』10 頁・16 頁（第一法規出版，
平 9）。
（19）	前掲注（5）。
（20）	このモデル定款例には，「作成上の注意」があり，「退社の場合の出資額の払戻しについ
ても任意であること」とされていたが，野木盈「医療法人制度とは—非営利性の徹底」
日本医事新報 4123 号 59 頁（平 15）は，「医療法人設立の書類作成に関与した人々は，こ
の『任意』の『但し書』すら注意せず，定款例を『丸写し』して書類を作成し，一方，
受理する都道府県側も，前述の定款例『丸写し』を強要すらする状況のなかで各医療法
人の定款が作成され法人設立が認可された」と指摘する。
（21）	我妻栄 =有泉亨『新訂物権法（民法講義Ⅱ）』473 頁（岩波書店，昭 58）。
（22）	川井健『民法概論 2物権』190 頁以下（有斐閣，第 2版，平 17）。
（23）	平成 16年 11月に公表された前掲注（17）「公益法人制度改革に関する有識者会議報告書」
の指摘参照。
（24）	我妻栄『新訂民法総則（民法講義Ⅰ）』442 頁（岩波書店，昭 40）。
（25）	四宮和夫 =能見善久『民法総則』356 頁（弘文堂，第 7版，平 17）。
（26）	最判昭和 40 年 3 月 9 日民集 19 巻 2 号 233 頁。
（27）	最判昭和 27 年 2 月 19 日民集 6巻 2号 110 頁は，有責配偶者の離婚請求を斥けたが，「全
く俗にいう踏んだり蹴たりである。法はかくの如き不徳義勝手気儘を許すものではな
い。」との判示は、本判決にもあてはまるであろう。
